
　別海町では、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５８条の２の規定及び別海町

人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、人事行政の運営等の状況について以

下のとおり公表します。

１　職員の任免及び職員数の状況

（１）職員の採用及び退職者の状況（平成２８年度）

※ 採用及び退職者(普通)には再任用職員を含む

（２）部門別職員の状況

（平成２８年４月１日現在 単位:人）

（３）年齢別職員構成の状況

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

平成 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

28 3 33 35 43 45 51 55 52 34 41 39 4 435

平成 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

23 4 25 28 39 54 62 43 36 45 40 53 2 431

一般会計

勧奨

他会計

平成２８年度　別海町の人事行政の運営状況について
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２　職員の人事評価の状況

３　職員の給与の状況

（１）人件費の状況（平成２８年度一般会計決算統計）

※ 人件費には、各種委員等の特別職に支給する給料・報酬などを含みます。

（２）職員給与費の状況（平成２８年度一般会計当初予算）

※ 職員手当には、退職手当は含みません。

（３）職員の平均給料月額、平均給与(給料及び諸手当を含むもの)月額及び平均年齢の状況

（４）職員の初任給と経験年数別・学歴別平均給料月額

（５）特別職の報酬等

　　町長・副町長・教育長の報酬月額は、平成１９年７月１日から当分の間

　　5％～10％の削減をしています。

計　4.10月分222,000

580,450（減額後）

計　　4.10月分

611,000（減額前）
議員

234,000

教育長

847,000（減額前）

679,000（減額前）
611,100（減額後）

町長

副町長

12月期 2.20月分

区分
議長

副議長
常任委員長

762,300（減額後）

期末手当
 6月期 1.25月分

12月期 2.85月分

高卒

 6月期　1.90月分 306,000
246,000

報酬月額（円）

（平成２８年４月１日現在）

174,200 円

142,100 円

270,667 円 316,933 円

318,871 円 363,075 円

327,146 円

281,500 円

230,000 円 277,850 円

269,740 円 326,157 円 362,986 円

230,343 円

176,700 円

144,600 円

区分 給料月額（円） 期末手当

10年以上
15年未満

一
般
行
政
職

２７年度
大卒

２８年度
大卒

高卒

５２歳４ヶ月 ４１歳７ヶ月 ３８歳１１ヶ月 ５１歳４ヶ月

区分 初任給学歴別 15年以上
20年未満

20年以上
25年未満

経験年数ごとの平均給料月額

315,700 円 309,200 円 295,600 円 1,212,700 円

340,700 円 367,794 円 339,214 円 2,348,367 円

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

一般行政職

293,100 円

350,766 円

３９歳４ヶ月

一人当たり
給与費

Ｂ/Ａ千円

5,511

区　　　分
公務補等

技能労務職
保健師・看護師

等の医療職
薬剤師等の
医療技術職

医師

（平成２８年４月１日現在）

189,620

計　Ｂ

385,700

給与費（千円）

　　地方公務法の改正に伴い、平成２８年度から人事評価制度を導入しています。
　　職務遂行の過程において発揮された能力を評価する「能力評価」と目標管理による業務
　上の業績を評価する「業績評価」の両面から評価し人事管理の基礎とします。

歳出額Ａ（千円）

18,634,240

人件費Ｂ（千円）

2,317,580

人件費率Ｂ/Ａ（％）

12.4

職員数
Ａ

294

給料

1,045,000

職員手当

1,620,320

期末・勤勉
手当



（６）職員手当の状況

借家（家賃が12,000円を超える借家等の場合家賃の額に応じて支給）

（７）ラスパイレス指数の状況

金額等（円）

11,000
5,000

10,000

（平成２８年４月１日現在）

6,500

類似団体平均

全国町平均

１６歳から２２歳までの加算（特定扶養）

13,000

別海町

退職手当

区分 自己都合

29.145月分

最高限度 49.59月分

退職手当額は、退職の日における給料月額に勤続期間と退職
事由に応じた一定の支給率を乗じて算出される

勤続35年 41.325月分
34.5825月分勤続25年

勤続10年 5.22月分
勤続20年

8.7月分

14,580
10,340

49.59月分
49.59月分

勧奨・定年

25.55625月分20.445月分

26,380

46,000

10,000

50,000

計 2.025月

計 2.175月

区分
配偶者

内容

住居手当

扶養手当

持家

配偶者以外
１人につき
職員に配偶者がいない場合にあってはそのうち１人のみ

限度額 45,000

管理職手当
60,000

医師職　　　給料の１００分の１８
部長職
次長職
課長職

通勤手当
(通勤距離片道
２ｋｍ以上の

者)

25ｋｍ以上

期末手当　　1.225月分

限度額 27,000

主幹職 37,000

12,900
15,800

2,000
4,200
7,100

交通機関利用

12月期

広域異動手当

実務研修のため国又は北海道等の機関に派遣した職員に対
し、給料と扶養手当合計額に異動距離に応じた率の相当額を
支給する。

20ｋｍ以上～25ｋｍ未満

勤勉手当　　0.8月分
期末手当　　1.375月分
勤勉手当　　0.8月分

片
道
距
離

自家用自動車等利用
15ｋｍ以上～20ｋｍ未満

その他の世帯主である職員
世帯主

　　　　 　　その他の職員

特殊勤務手当
勤務が危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に
支給する。

期末・勤勉手当

時間外勤務手当 正規の勤務時間を越えて勤務を命ぜられた職員に支給する。

6月期

300km以上　　　　　　100分の10

97.7

95.7

96.3
※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示
す指数です。
※類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均
したものです。

寒冷地手当

11月から3月までの5ヶ月間、各月の初日に在職し常時勤務に
服する職員に対し支給する。

扶養親族のある職員

60km以上300km未満　　100分の5

2ｋｍ以上～5ｋｍ未満
5ｋｍ以上～10ｋｍ未満
10ｋｍ以上～15ｋｍ未満

平成２８年４月１日現在



４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況（平成２８年４月１日現在）

※　勤務場所により異なる労働形態があります。

（２）休暇の種類

３ ・忌引休暇（配偶者１０日・父母７日・子５日・祖父母３日等）

　 ・結婚休暇（５日）・子の看護休暇（５日）

   ・配偶者出産休暇（３日）　等

５　職員の休業の状況

（１）育児休業等の取得状況（平成２８年度）

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況（平成２８年度）

※分限処分とは、勤務実績が良くない場合や、心身の故障のためにその職務の遂
行に支障があり又はこれに堪えない場合など、その職に必要な適格性を欠く場
合、職の廃止などにより公務の効率性を保つことを目的としてその職員の意に反
して行われる処分のこと。

計
0 人

0 人 0 人

0 人 0 人

0 人

※ 上段には平成28年度に新たに休業を取得した者、下段には休業期間が平成27年度から平成28
 年度にかけて引続いている者の数です。

6 人

6 人

8 人

8 人

取得者数

0 人

育児短時間

取得者数 勤務取得者数

0 人 0 人

0 人 0 人

土曜日・日曜日
国民の祝日に関する法
律に規定する休日
１２月３１日から翌年
１月５日まで

１週間の
勤務時間

始業時間 終業時間

刑事事件に関し起訴された場合

0 件 0 件

0 件

38時間45分 8時45分 17時30分

12時00分

13時00分

～

0 件 0 件 0 件

閉庁日休憩時間

0 件

職制若しくは定数の改廃又は
予算の減少により廃職又は過
員を生じた場合

勤務実績がよくない場合

心身の故障の場合

0 件

0 件

0 件 0 件

0 件 0 件 2 件

１ 職員が任命権者の承認を得て、承認された職員団体または労働組合
の運営のために必要不可欠な業務ないし活動に従事する期間

0 件

0 人

職に必要な的確性を欠く場合

病気休暇 ２ 暦年９０日間

年次休暇

降任

１ 暦年２０日間（残日数２０日を限度として翌年に繰越）

休職

部分休業育児休業

免職

介護休暇（無給）

特別休暇

　　　　　　　　処分の種類

処分事由

0 人

１ 職員の近親者の負傷、疾病または老齢のため日常生活を営むことに
支障がある場合（６ヶ月以内の必要と認める期間）

男性職員

女性職員

0 人

組合休暇（無給）



（２）懲戒処分の状況（平成２８年度）

７　職員の服務の状況

８　職員の退職管理の状況

（１）再就職の状況（平成２７年度退職者）

９　職員の研修の状況（平成２８年度総務課所管分）

再就職しない者

0 人

0 人

0 人

0 人

5 人

0 人

0 人

計

5 人

0 人

0 人

0 人

0 人　非営利法人

　営利法人

　自営業

　地方三公社

全体の奉仕者たるにふさわし
くない非行のあった場合

停職

不明である者

再就職した者

　当該団体

　他の地方公共団体

　地方独立行政法人

0 人

0 件

定年退職者 勧奨退職者

0 件 0 件

1 人

地域力向上 1 人

2 人

処分人数

0 人

新入職員ビジネスマナー研修 3 人

1 人

政策形成基礎講座

1 人

窓口応対マナー

税務事務・基礎研修

1 人

農村政策研究会 1 人

コーチング 1 人

クレーム対応 2 人

0 人

戒告

0 件

日本電信電話ユーザ協会
フォローアップ（電話応対）研修 2 人

研修内容

0 件 0 件 0 件0 件

1 人

1 人7 人

0 人

0 人

0 人

0 人

2 人

　　　　　　　　処分の種類

処分事由
法令に違反した場合 0 件

職務上の義務に違反した場合

免職

民法

※懲戒処分とは、職員の義務違反に対して責任を問い、秩序の維持を図るための
制裁的な処分のこと。

1 人法令実務・基礎研修

実施機関

0 件 0 件 0 件

減給

税務事務・応用研修

6 人

0 人

1 人

0 人 0 人

北海道・市町村交流職員研修会

　別海町事務取扱規程の中に職員の服務の基本概念を定め、町民の奉仕者としての観念
に徹し、公共の利益のため勤務するよう職員に周知徹底を図っております。

農 林 水 産 省

北海道市町村職員研修センター

受講者数

管理能力研修

指導能力研修

1 人

1 人

北 海 道 市 町 村 振 興 協 会 道内先進事例研修 1 人

道外先進事例研修

問題発見・解決 1 人



※上記のほか、各所属において必要に応じ専門研修等を受講しています。

１０　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の福利厚生の実施状況

　　① 職員の互助会等の加入状況（平成２８年度） 

(財)北海道市町村職員福祉協会に対する公費負担状況

　　② 職員の健康診断の実施状況（平成２８年度）

（２）公務災害等の状況（平成２８年度）

釧路・根室地区政策法務研修

中級職員研修 11 人

3 人

研修講師研究会（フォローアップ研修） 2 人

15 人

0 件

4 件

0 件

認定件数区分

公務災害

通勤災害

申請件数

定期健診 106 人

4 件

受診者数

258 人

健康診断の種類

総合健診

422

9 人

1,135,000 円 50.0% 2,690 円

合計

根 室 町 村 会
新規採用職員研修 17 人

人事評価制度評価者研修 76 人

会員数 公費負担額 公費負担率 一人あたり公費負担額

　　地方公務員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害若しくは死亡又はその被扶養
　者の病気、負傷、出産、死亡若しくは災害に関して適切な給付を行うため、相互救済を目
　的とする共済制度があります。本町職員に対して適用される共済制度は、北海道市町村共
　済組合が制度を運用、実施しています。
　　また、職員は共済組合の事業をより充実、補完するために設けられた(財)北海道市町村
　職員福祉協会に加入し、福利厚生の充実を図っております。
  　なお、北海道市町村共済組合及び福祉協会の詳しい事業内容については、共済組合及び
　福祉協会のホームページをご覧ください。

11 人

初級職員研修 11 人

新規採用職員研修

302 人

92 人

新規職員酪農体験型研修 8 人

別海町

障がいを理由とする差別の解消の推進に関する職員研修

接遇マナー研修

北 海 道 町 村 会

新規職員職場研修（ＯＪＴ） 19 人

根室地区法務基礎研修

実施機関 研修内容 受講者数


